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（
総
務
委
員
会
）

地
方
税
法
及
び
国
有
資
産
等
所
在
市
町
村
交
付
金
及
び
納
付
金
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案

（
閣
法
第
二
〇
号

（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

）

本
法
律
案
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税

１

道
府
県
内
又
は
市
町
村
内
に
住
所
を
有
す
る
こ
と
に
よ
り
均
等
割
の
納
税
義
務
を
負
う
夫
と
生
計
を
一
に
す
る
妻
で
夫

が
住
所
を
有
す
る
市
町
村
内
に
住
所
を
有
す
る
も
の
に
対
す
る
均
等
割
の
非
課
税
措
置
を
廃
止
す
る
。

２

老
年
者
控
除
を
廃
止
す
る
。

３

市
町
村
民
税
の
個
人
の
均
等
割
の
標
準
税
率
に
つ
い
て
、
人
口
段
階
別
の
税
率
区
分
を
廃
止
し
、
こ
れ
を
三
千
円
（
年

額
）
に
統
一
す
る
。

二
、
事
業
税

法
律
及
び
閣
議
決
定
等
に
よ
り
通
常
の
法
人
よ
り
資
本
等
の
金
額
が
特
に
過
大
と
な
っ
て
い
る
法
人
等
に
つ
い
て
、
資
本

割
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
を
創
設
す
る
。
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三
、
自
動
車
税

排
出
ガ
ス
及
び
燃
費
性
能
の
優
れ
た
環
境
負
荷
の
小
さ
い
自
動
車
に
つ
い
て
は
税
率
を
軽
減
し
、
新
車
新
規
登
録
か
ら
一

定
年
数
を
経
過
し
た
環
境
負
荷
の
大
き
い
自
動
車
は
税
率
を
重
く
す
る
特
例
措
置
（
い
わ
ゆ
る
「
自
動
車
税
の
グ
リ
ー
ン

化

）
に
つ
い
て
、
税
収
中
立
を
前
提
と
し
て
行
う
。

」

四
、
道
府
県
法
定
外
普
通
税
、
市
町
村
法
定
外
普
通
税
及
び
法
定
外
目
的
税

１

法
定
外
税
に
つ
い
て
、
一
定
の
変
更
を
す
る
場
合
の
総
務
大
臣
へ
の
協
議
・
同
意
を
廃
止
す
る
。

２

法
定
外
税
の
納
税
義
務
者
で
あ
っ
て
当
該
納
税
義
務
者
に
課
す
べ
き
当
該
法
定
外
税
の
課
税
標
準
の
合
計
が
当
該
法
定

外
税
の
課
税
標
準
の
合
計
の
十
分
の
一
を
超
え
る
と
見
込
ま
れ
る
も
の
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
法
定
外
税
の
新
設

又
は
変
更
を
す
る
旨
の
条
例
を
制
定
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
議
会
に
お
い
て
、
当
該
納
税
義
務
者
の
意
見
を
聴
く
も
の

と
す
る
。

五
、
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税

１

商
業
地
等
に
係
る
平
成
十
六
年
度
分
及
び
平
成
十
七
年
度
分
の
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
に
つ
い
て
は
、
価
格
に

十
分
の
六
以
上
十
分
の
七
未
満
の
範
囲
内
に
お
い
て
市
町
村
が
条
例
で
定
め
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
を
課
税
標
準
額
と
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し
た
場
合
の
税
額
ま
で
そ
の
税
額
を
減
額
す
る
こ
と
が
で
き
る
措
置
を
講
ず
る
。

２

固
定
資
産
税
の
制
限
税
率
を
廃
止
す
る
。

六
、
市
町
村
た
ば
こ
税

当
該
年
度
に
納
付
さ
れ
た
市
町
村
た
ば
こ
税
の
額
が
課
税
定
額
を
超
え
る
場
合
に
は
、
そ
の
超
え
る
部
分
に
相
当
す
る
額

を
、
当
該
年
度
の
翌
年
度
に
、
市
町
村
か
ら
都
道
府
県
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

七
、
自
動
車
取
得
税

一
定
の
燃
費
基
準
を
満
た
す
自
動
車
に
係
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
を
改
め
、
そ
の
適
用
期
限
を
平
成
十
八
年
三
月
三
十

一
日
ま
で
延
長
す
る
。

八
、
軽
油
引
取
税

脱
税
に
関
す
る
罪
の
罰
則
の
引
上
げ
、
製
造
等
の
承
認
を
受
け
る
義
務
等
に
違
反
し
て
製
造
さ
れ
た
軽
油
の
譲
受
け
に
関

す
る
罪
の
創
設
等
軽
油
引
取
税
に
係
る
罰
則
を
強
化
す
る
。

九
、
狩
猟
税

狩
猟
者
登
録
税
及
び
入
猟
税
を
廃
止
し
、
鳥
獣
の
保
護
及
び
狩
猟
に
関
す
る
行
政
の
実
施
に
要
す
る
費
用
に
充
て
る
た
め
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の
目
的
税
と
し
て
狩
猟
税
を
創
設
す
る
。

十
、
そ
の
他
の
事
項

１

標
準
税
率
に
よ
る
こ
と
を
要
し
な
い
場
合
に
係
る
規
定
を
整
備
す
る
。

２

非
課
税
等
特
別
措
置
の
整
理
合
理
化
等
を
行
う
。

３

東
京
国
際
空
港
に
お
け
る
緊
急
整
備
事
業
の
円
滑
な
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
に
基
づ
き
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十

一
日
ま
で
に
取
得
さ
れ
る
一
定
の
空
港
の
用
に
供
す
る
固
定
資
産
に
つ
い
て
市
町
村
交
付
金
の
算
定
標
準
額
を
最
初
の
十

年
間
そ
の
価
格
の
四
分
の
一
（
現
行
二
分
の
一
）
の
額
と
す
る
。

十
一
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。


